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研究の動機

3

•近年、生産年齢人口が減少傾向にあり、労働用
ロボットの必要性は年々上昇している。
例）介護ロボット、ドローンetc

•ロボットに奪われる懸念が大きい仕事がある
→ロボットによる影響を肯定的に捉えている人
たちもいる



日本人の生産年齢人口の推移

4＊（総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」）



ロボット導入のメリット

人件費の削減

作業効率の向上

製品の品質保証

作業割り当ての効率化

品質管理が楽に

計画通りの生産が望める

5＊内閣府「AI 等の技術が労働市場に与える影響に関する 内外の研究動向について」



ロボット導入のデメリット

整備、導入のコスト

ロボット導入による人件費の増加

仕事を奪われる、職を失う→課題

6＊内閣府「AI 等の技術が労働市場に与える影響に関する 内外の研究動向について」



ロボット導入によって
得する人、損する人が出てくる

得をする人：製作者
(制作会社)専門職

教育職 経営者→創造
性、専門性のある職種

損をする人：事務職
製造業→単純作業、

ルーティンワークなど
決まった作業
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ロボットの導入と労働力(人間)の投入で
はそれぞれどのような効用の変化をもた
らすのか
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本研究の研究目的

研究テーマ：



モデルの概要
家計と企業からなるマクロ経済モデル：
•家計：効用最大化
•企業：利潤最大化
以下のような拡張を行う：
•家計は２種類の労働を供給する

1. 最終財の生産に用いる労働
2. 中間財（ロボットや資本設備）の生産に用いる労働
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家計：効用関数

家計は消費Cと余暇１－L, 1-LKから効用を得る
効用関数：

𝑈𝑈 = log𝐶𝐶 + log(1 − 𝐿𝐿) + log(1 − 𝐿𝐿𝐾𝐾)

C：消費
L：最終財生産への労働供給
LK：中間財生産への労働供給
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家計：予算制約式

予算制約式：
P×C = W×L + WK×LK + Π + ΠK

• P：物価→ P×Cは消費金額を表す
• W：賃金→W×Lは給料を表す
• WK ：賃金→ WK×LKは給料を表す
•Π + ΠK：企業からの利潤
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企業：生産関数
企業は資本Kと労働Lを投入して生産を行う（生産関数）
生産関数

𝑌𝑌 = (𝐾𝐾)α(𝐿𝐿)1−α

K：資本設備（本研究ではロボットとみなす）
L：家計からの労働供給
α：資本と労働の投入割合を表すパラメータ（ 0≦α≦1 ）
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企業：利潤
企業の利潤：

𝑃𝑃𝑌𝑌 − 𝑅𝑅𝐾𝐾 −𝑊𝑊𝐿𝐿

𝑌𝑌 = (𝐾𝐾)α(𝐿𝐿)1−α

P×Y：売上
R×K：資本のレンタル・コスト
W×L：労働賃金 13



ロボットは労働Lkを投入してつくられるとする：
ロボットの生産関数：

𝐾𝐾 = (𝐴𝐴 × 𝐿𝐿𝐾𝐾)𝛽𝛽

ロボット生産による利潤：
R×K – W K ×L K 
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中間財企業：ロボットの生産



最大化

以上の設定の下、各主体ごとに以下の問題を解く：
•家計→効用最大化
•企業→利潤最大化
•中間財企業→利潤最大化
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最大化による解
以上の最大化問題を解くと以下の解を得る：

•消費： 𝐶𝐶 = 𝐴𝐴 × 𝛼𝛼𝛽𝛽
1+𝛼𝛼𝛽𝛽

𝛽𝛽 𝛼𝛼
1−𝛼𝛼
2−𝛼𝛼

1−𝛼𝛼

•労働（最終財企業）： 𝐿𝐿 = 1−𝛼𝛼
2−𝛼𝛼

•労働（中間財企業）： 𝐿𝐿𝐾𝐾 = 𝛼𝛼𝛽𝛽
1+𝛼𝛼𝛽𝛽

•資本：𝐾𝐾 = (𝐴𝐴 × 𝛼𝛼𝛽𝛽
1+𝛼𝛼𝛽𝛽

)𝛽𝛽

•生産：𝑌𝑌 = 𝐶𝐶
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モデルによる分析

Excelを使ってαやβを変化させた効用の変化の分析を行う

・分析①：αを0から1まで変化させて分析を行う

(資本の分配率を大きくしていく)

βは0.5とし、ロボットの生産は規模に関し

て収穫逓減を仮定する

・分析②：βを1としたときの分析を行う

(労働の限界生産性を規模に関して収穫一定とする)
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18α

分析①



考察①
モデル上では、αが0から1まで変化していく過程でα
が1のとき、効用が最も大きくなる（対数効用のため
効用水準は負となっている）。
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全て資本(ロボット) の生産に労働力（人間）を投入
することが最も効用が大きくなる。
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β＝1の時の効用Uの変化量

20資本の分配率 α

分析②



考察②
βは労働の限界生産性を表す外生変数である

β＝1の場合、α＝0の時に効用が最も大きくなる
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つまり、すべて労働力（人間）を最終財の生産に投入したほ
うが効用は大きくなる



まとめ①
シンプルなマクロ経済モデルでは、ロボットの生産
が規模に関して収穫逓減の場合は、ロボットの生産
に労働力を投入し、ロボットに最終財を生産させた
方が、社会厚生が高くなる
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必ずしも、ロボットの導入が仕事を奪い、効用を低
下させるわけではない可能性があることが判明



まとめ②
一方で、ロボットの生産が規模に関して一定の場合
には、ロボットの生産に労働力を投入せず、すべて
人間の手で最終財を生産させた方が、社会厚生が高
くなることが判明した
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ロボットの投入による厚生への影響は、ロボットを
どのように生産可能であるかにも依存することが判
明した。



課題
• 今回のモデルでは、導入コストやロボットを使用す
る技術などの要素を排している点

→こうした要素をモデルに組み込む

• 労働力(人間)を削減した場合の、職を失った人間に
対する考慮がない点

→代替職の発生を考慮する
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補 論
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モデルの構築
変数
•Y ：生産（内生変数）
•L：労働（内生変数）
•K：資本（内生変数）←ロボットとして扱う
•W：名目賃金（外生変数・パラメータ）
•R：名目レンタル料（外生変数・パラメータ）
•P：生産 1 単位当たりの価格（外生変数・パラメータ）
・lk：ロボットを生産するための労働
・wk：ロボットを生産するための労働に対する賃金

27



利潤最大化問題

Max Π = 𝑃𝑃𝑌𝑌 − 𝑅𝑅𝐾𝐾 −𝑊𝑊𝐿𝐿

subject to 𝑌𝑌 = (𝐾𝐾)α(𝐿𝐿)1−α

Πは利潤(Profit)を表す

上記の2式を結合する：
Π = 𝑃𝑃 𝐾𝐾 α(𝐿𝐿)1−α−𝑅𝑅𝐾𝐾 −𝑊𝑊𝐿𝐿

利潤の最大化は、上記の式をKとLそれぞれについて
最適化することで求められる。
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KとLについて微分し＝０にすると以下のようになる

• 𝐾𝐾 = 𝛼𝛼 𝑌𝑌
�𝑅𝑅 𝑃𝑃

• 𝐿𝐿 = (1 − 𝛼𝛼) 𝑌𝑌
�𝑊𝑊
𝑃𝑃

よって
𝐿𝐿
𝐾𝐾

が以下のように決まる

•
𝐿𝐿
𝐾𝐾

= 1−𝛼𝛼
𝛼𝛼

𝑅𝑅
𝑊𝑊
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家計の効用最大化
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ロボットの生産
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